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年度 在籍校数 幼児児童生徒数 看護師数 教員数
H18 553 5,901 707 2,738
H19 548 6,136 853 3,076
H20 575 6,523 893 3,442
H21 600 6,981 925 3,520
H22 607 7,306 1,049 3,772
H23 580 7,350 1,044 3,983
H24 615 7,531 1,291 3,236
H25 615 7,842 1,354 3,493
H26 622 7,774 1,450 3,448
H27 645 8,143 1,566 3,428
H28 638 8,116 1,665 4,196
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　全国の公立小中学校においては，日常的に
医療的ケアが必要な児童生徒は766名であり，
延べ1,135件の医療的ケアを必要としている。
　そのうち，①たんの吸引等呼吸器関係が
49.0％，②経管栄養等栄養関係が18.1％，③
導尿が22.6％，④その他10.4％である。
　児童生徒数については，調査を開始した
2012年の838名とほぼ横ばいであり，医療的
ケアに対応するために配置されている看護師
は，2015年度の350名から2016年度は，420名
と70名増加している。
　北海道において，医療的ケアを必要として
いる児童生徒が在学している学校は，特別支
援学校では，視覚支援学校３校，聴覚支援学
校３校，知的障害20校，肢体不自由６校，病
弱２校の計34校で，対象児童生徒は278名，
配置看護師数は44名（看護師配置学校17校）
で，認定特定行為業務従事者（教員）は114
名になる。
　札幌市では，肢体不自由２校，病弱１校の
計３校，対象児童生徒は41名で，配置看護師
数は２校６名，認定特定行為医療従事者は教
員で28名であった。
　小中学校で医療的ケアが必要な児童生徒数
は，小学校653名，中学校113名，小中合計で
766名になる。小学校においては，通常学級
在籍児童225名，特別支援学級在籍428名（う
ち８名が病院内設置特別支援学級）で，中学
校では，通常学級在籍児童28名，特別支援学
級在籍85名（うち７名が病院内設置特別支援
学級）である。
　2016年度に公立特別支援学校に在籍する医
療的ケアを必要とする幼児児童生徒の学校生
活及び登下校における保護者等の付き添いに
関する実態調査（文科省，2016）では，北海
道において医療的ケアが必要な幼児児童生徒
数は，278名で通学生が121名，訪問教育生が
157名であった。通学生のうち，登下校のみ
保護者が付添う者は79名で，学校生活及び登
下校の双方において付添う者は15名，学校生
活及び登下校の双方において保護者が付き添
わない者は27名であった。札幌市においては，
医療的ケアが必要な幼児児童生徒数は41名で，
通学生が30名，本人が入院する病院に併置す
る特別支援学校に通学している者は11名であ
った。通学生のうち，学校生活及び登下校の
双方において付添う保護者は30名であった。
Ⅶ　北海道肢体不自由養護学校に
おける医療的ケアの現状
　北海道（札幌市）の肢体不自由養護学校10
校の医療的ケアの状況を，平成2014年度の各
学校の学校要覧等の資料を参考に推計すると
学校内で医療的ケアが必要な児童生徒数は，
約97名，訪問生は約７名の合計約104名にな
っており，北海道・札幌市の医療的ケアが必
要な生徒の2/3が，肢体不自由養護学校で医
療的ケアを受けていることになっている。看
護師の配置にしても常勤勤務のほとんどの看
護師が肢体不自由養護学校に配置されてお
り，その他の特別支援学校は非常勤の看護師
が配置されている。
　それだけ，肢体不自由養護学校には，重篤
でかつ医療的ケアの必要な児童生徒が人数及
び，処置件数も含め多い現状が推察できる。
北海道の肢体不自由養護学校の2006年度の看
護師配置は，常勤８名であったが，2014年度
には，常勤看護師10名非常勤看護師13名に増
加している。（北海道肢体不自由養護学校各
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学校要覧，2006及び2014）
　札幌市立の肢体不自由養護学校２校は重複
障害児童生徒を対象としており，70％を超え
る児童生徒が ｢医療的ケア」を受けている実
態がある。
　また，道立肢体不自由養護学校でも，医療
的ケアの児童生徒の最も多い学校は45％にもな
り，知的障害の分校（施設併設）の一つは，50
％を超える高率になっている学校もみられる。
　医療的ケアが本格的に学校現場で実施され
るようになってから10年以上が経過したが，
「医療的ケア」の変化が見られてきている。
経管栄養の対象者が増加しており，看護師一
人で複数のケアを必要とする状況も見られ，
看護師が行う行為の増加が見られる。このこ
とは，看護師がより高度な医療的ケアの技術
を身につけなければならないことになるが，
研修で医療現場に研修で行くことのできる機
会は，児童生徒が登校しない長期休業日等に
限られ，必要な時にタイムリーに研修するこ
とが難しい状況も見られる。宿泊を伴う行事
や校外学習において，医療的ケアの必要な児
童生徒が参加するとき，看護師が帯同すると，
学校に残った医療的ケアを受ける生徒が十分
なケアを受けることができないことも考えら
れ，特に看護師が１名しか配置されていない
学校では，その対応に苦慮することが多い。
　教員（認定特定行為業務従事者）における
医療的ケアの実施は，一般研修と個別研修を
実施する関係上，また主治医からの指示書，
道教委との申請書，計画書等のやりとりをす
る関係上事務量も多く，時間がかかりその実
施が夏季休業後以降にずれ込むことが多く，
特に新入生や転校生など，新規に医療的ケア
を実施する場合，その期間の保護者のケア負
担が大きくなる。
　また，教員（認定特定行為従事者）が２〜
３年で担当が替わったり，異動等で転勤した
場合も一から手続きをする必要があるため，
医療的ケアの実施まで数ヶ月の時間がかかる
ことも珍しくない。この手続きの簡素化も，
大きな課題であるが，医師や関係機関との密
接な連携と技術の習得の必要性もあることか
ら，すぐには解決できない問題である。
　また，医療的ケア対象児がスクールバス等
で登校する場合，保護者が付き添うことが多
いが，北海道では登下校にかかる時間が約１
時間程度要する場合が多く，バスの中での医
療的ケアの対応は，困難なことが多い。十分
な処置スペースと対応マニュアルを準備した
いが，スクールバスの中では限界があり，応
急的な処置または，救急車で連携医療機関に
搬送することしかできない状況である。
Ⅷ　まとめ
　学校現場での本格的「医療的ケア」の実施
から10年が過ぎ，不十分ながらも体制が整い，
看護師を中心として保護者，主治医(医療機
関）・看護師・教員（認定特定行為従事者）
等の学校関係者や道教委等が連携しながら児
童生徒の教育の保障に努めてきた。ここ２〜
３年，北海道の肢体不自由養護学校では医療
的ケア対象児の増加数は落ち着きを見せ，横
ばいから微増程度に留まっている。
　しかしながら，医療的ケア対象児は，必ずし
もケアが少なくなったり，改善しているわけで
はない。家庭事情や地域事情により，訪問教育
を選択する保護者が相当数いるのである。
　これらの児童生徒が，登校して，医療的ケ
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アを受けるには，登下校の手段を保護者任せ
にしない対応が必要である。札幌市の場合
は，タクシー等の費用補助もしながら通学で
きるようにしているが，通学中の付き添いや
その間の医療的ケアの問題は解決できていな
い。介護移動サービスを利用する方法もある
が、地域によりそのようなサービスシステム
がなかったり経費の面で利用できなかったり
する。また、単なる移動サービスではなく、
看護師等の医療的措置ができる職員が付き添
うとなると，さらに難しくなる。そういう面
では、地域の公的機関が責任をもちながら医
療的対応ができる登下校サービスが可能にな
れば，北海道における訪問教育の数は減少さ
せることができると考える。
　また，生涯教育を考えるとき，高等部を卒
業し，社会に出るときに，医療的ケアの対応
が可能な福祉施設や作業所，通所介護施設，
多機能事業所，通所生活センター，各種職場
等への進路先への間口がさらに広くなると，
医療的ケア対象者が，家庭に閉じこもること
なく，社会に出ていけると思われる。その意
味でも看護師や介護人（認定特定行為従事者）
の医療的ケアの実施は、今後もさらに重要と
なり、拡大すると思われる。
　学校で医師の指示を受けて,看護師が対応可
能な医療的ケアの範囲は, １吸引（サクション）
２カニューレの管理　３経管栄養　４胃ろう
栄養法　５導尿　６酸素吸入　７水分・薬液
の吸入（ネブライザー）　８自己注射（成長ホ
ルモン等）　９ストマパウチの脱着等がある。
教員が届け出や研修をして実施できる行為は，
①咽頭前の吸引②経管栄養③導尿の補助の３
行為を規定していたが③については,後に削除
された。学校現場では,看護師が対応する，そ
の他の医療的ケアの対象が増加する傾向にあ
るが，医師法に触れないことを前提に学校・
看護師等が中心になり，保護者の意向を確認
しつつ，関係機関や医療機関と連携して，子
どもの命を守り，輝かせるよう質の高いQOL
の実施に努めなければならない。
　障がい者も以前に比べ，高齢者と同様にい
ろいろな場に出る機会は，多くなってきたが，
その中でも，医療的なケアを必要とする重度
障がい者は，その対応の難しさから，課題が山
積している。特に卒業後は，厚生労働関係の
枠組みの中で措置されていくことがおおいた
め，移行期になる高等部においては，移行支援
計画に基づいて、これら関係機関と教育現場
が密接な連携や連絡をとることが重要になる。
　また、教育現場の者は、卒業後も生涯教育
の観点から積極的に医療的ケア対象者の豊か
な生活のために多様な側面から関与していく
ことが臨まれる。
　また，北海道教育委員会は，2018年度の「特
別支援教育に関する基本方針素案」の中で医
療的ケアの推進の考え方を次のように示して
いる。障がいの重度・重複化，多様化に対応
するため，専門家の活用や特別支援学校間の
連携，ICT機器等の積極的な活用，医療的ケ
アの体制整備，訪問教育における指導の充実
を図る。その方策として，看護師・理学療法
士等の配置やPC・タブレット等の活用「医療
的ケアハンドブック」の改定を通じて，重い
障害のある子どもへの教育の充実に向けた体
制整備を進めるとしている。（北海道教育委員
会, 2018）
　北海道版「医療的ケアハンドブック」も10
年以上が経過したため，改訂版は近年の「合
理的配慮」の考え方を取り入れ，時代や社会
41
的変化に対応した素晴らしいものになること
を期待している。
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